
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個３

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

4 10 100 3 4 3

選挙管理委員会
事務局長 松田 繁雄

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4 19 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 4 15 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

8 31 1 1 1 1

選挙管理委員会
事務局長 松田 繁雄

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 8 26 4

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 8 29 1

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

29 3 1 1 4 3

選挙管理委員会
事務局長 松田 繁雄

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 29 4 4

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 29 9 1

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

43 0 43 3 － －

選挙管理委員会
事務局長 松田 繁雄

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 43 0 43

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 68 0 43

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

2,822

方向性：法改正の無い限り現状を維持する。法改正
のあった場合は迅速かつ的確に対応を計る。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：すでにコストは最小限に抑えられているため
現状を維持し事務を執行した

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

事務事業
番号

根拠
法令
等 検察審査会法第10条(検察審査員候補者選定)、裁判員の参加する刑事裁判に関する法律第

21条(裁判員候補予定者選定)、農業委員会等に関する法律第10条
2,836

選 挙 管 理
委員

委 員 会 開
催数

議決率

選挙管理委員
選挙人名簿登録者

委員会を開催し、（定時
（3、6、9、12月）、定例会
（毎月）、選挙時）選挙人名
簿等の調製、検察審査員候補
者の選定等及び農業委員会委
員選挙人名簿の調製。

選挙等に関する事案が適正に
議決され、公正な選挙等を執
行する

2,813

2,822

2,836

個別3-01

自主的

選挙管理委員会

選挙管理委員会運
営事業

小平市

給付
事業

補助
事業

□

□ 該当

義務的 努力義務的

手段
・

内容

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

対象

意図その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

s

公職選挙法第19条(委員会開催、名簿調整)

西東京市

該当

公正な選挙の執行

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 公正な選挙の執行

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名

4,627

1,510 4,346

1,701 4,523

1,8142,813

有効性

139 858 997

義務的

その他（　　　　　　　  ）

146

効率性 達成度

146 1,021 1,167

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：各市選挙管理委員会等との連携をより強固
なものとし、選挙に関する法規の調査研究、知識見
分を深め、選挙の管理執行に活かす。

個別3-02

選挙管理委員会
根拠
法令
等

補助
事業

選挙管理委員会等
連合会参画事業

給付
事業

□

努力義務的

対象
選挙管理委員
選管事務局職員

会 員 数
（ 補 助 機
関 の 事 務
局 職 員 も
含む）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

定期総会、委員長会、局長会
等会議及び委員研修、職員研
修への参加
ブロック及び各市との連絡調
整、情報交換等

要綱等

要綱等

意図

各選挙管理委員会との連携を
図り、選挙に関する法規の調
査研究、情報の収集交換等を
通し、選挙の管理執行に資す
る小平市 東村山市

□ 該当

会 議 ・ 研
修 等 の 開
催回数

選 挙 事 務
等 反 映 件
数 （ 選 挙
執行数）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：すでにコストは最小限に抑えられているため
現状を維持し事務を執行した。有効性・効率性・達
成度の下降は、選挙執行数の増減による。

139

現状維持

指定管理

137 137 1,093 1,230

自主的

該当

15 368 383

449 464

方向性：今後も積極的に会議や研修会等へ出席を行
い、選挙の明朗化の推進を強固なものとする

15

個別3-03

選挙管理委員会
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

東京都市明るい選
挙推進協議会連合
会参画事業

要綱等

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

給付
事業

□ 該当

要綱等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

15

選挙の明朗化を推進する

小平市 東村山市 清瀬市

対外的に活動する委員長の必
要な外部の個人又は団体との
交際に要する経費を地方自治
法の関係規定に基づき支出。
また、その支払基準を内規で
定め実施。

要綱等

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

達成度

対象
明るい選挙推進協議会委員
（話しあい指導員・明るい選
挙推進委員）

本 市 推 進
協 議 会 構
成 員 数
（ 協 議 会
委 員 ・ 指
導 員 ・ 推
進委員）

会 議 ・ 研
修 等 の 開
催回数

明 る い 選
挙 啓 発 推
進 事 務 反
映件数(選
挙 時 啓
発 ： 選 挙
執行数)

手段
・

内容

定期総会、会長会議、ブロッ
ク会議等への出席
推進委員研修会、東京都明る
い選挙推進大会等への参加

15 335 350

有効性 効率性

評価：すでにコストは最小限に抑えられているため
現状を維持し事務を執行した。有効性・効率性・達
成度の下降は、選挙執行数の増減による。

15

15

意図

現状維持

0 0 0 0

有効性 効率性 達成度

□ 該当

交 際 費 支
出件数

都市選連2
Ｂ 委 員
長 、 明 推
協 議 会 及
び 推 進 委
員延べ数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：交際費支出実績が無いため評価不能である

0

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

方向性：選挙事務に関係する団体及び個人との良好
な関係を保ち、選挙事務を円滑に進めていく。

努力義務的

0 0 0 0

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

選 挙 事 務
関 係 組 織
者数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

0

当市及び選挙区構成市等選挙
事務に密接に関係する団体及
び個人

選挙事務に関係する団体及び
個人との良好な関係を保ち、
選挙事務を円滑に進めてい
く。

個別3-04

選挙管理委員会
根拠
法令
等

義務的

補助
事業

選挙管理委員交際
事業

給付
事業

□

対象

要綱等

意図

小平市

0 0

東村山市

自主的

清瀬市

該当

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個３

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

事務事業
番号

公正な選挙の執行

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 公正な選挙の執行

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

94,953 269 45.22 4 3 3

選挙管理委員会
事務局長 松田 繁雄

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 94,820 252 42.22

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 94,499 292 64.26

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

22 2 24 － － －

選挙管理委員会
事務局長 松田 繁雄

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ ） （ ） （ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

687 － － －

選挙管理委員会
事務局長 松田 繁雄

□ □ （ 人 ） （ ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ ） （ ） （ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

94,954 257 0 － － －

選挙管理委員会
事務局長 松田 繁雄

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ ） （ ） （ ）

衆議院議員選挙執
行管理

要綱等

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
選挙事務を正確・迅速に進
め、選挙を適正に執行する

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

その他（　　　　　　　  ）

評価：各年度において継続した事業でないため有効
性・効率性・達成度の判定が行えないが、法律の定
めに応じた執行のため、事業内容については現状を
維持する。

方向性：法律の定めに応じた執行のため、事業内容
については法を順守し現状を維持する。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

意図
選挙事務を正確・迅速に進
め、選挙を適正に執行する

28年度以降
方向性

廃止(完了･統
合含む)

指定管理

個別3-07

小平市 東村山市 清瀬市

選 挙 当 日
有権者数

選 挙 事 務
従 事 職 員
数 （ 投 ・
開 票 従 事
人数）

選 挙 管 理
上 の 問 題
発生件数

前年度において

示した方向性
廃止(完了･
統合含む)

公職選挙法第５条
22,489 22,489

方向性：本年度も前回（平成23年度）同様無投票と
なったが、投票となった際には法を順守し事務を執
行する。

小平市 東村山市 清瀬市

農 業 委 員
会 委 員 選
挙 人 名 簿
登録者数

選 挙 事 務
従 事 職 員
数 ※ 無 投
票 の た め
投 開 票 は
行わず
立 候 補 受
付 に 選 管
事 務 局 ・
農 委 事 務
局 職 員 の
み従事

選 挙 管 理
上 の 問 題
発生件数

前年度において

示した方向性
廃止(完了･
統合含む)

28年度以降
方向性

廃止(完了･統
合含む)

選挙管理委員会
根拠
法令
等

補助
事業

個別3-08

選挙管理委員会
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 選挙権を有する者

補助
事業 手段

・
内容

期日前・不在者投票受付、投
開票事務、当選証書付与事
務、公費負担関係事務。

18,355 40,844

有効性 効率性

□

農業委員会委員選
挙執行管理

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

農業委員会等に関する法律第9条
101 101 496 597

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象
農業委員会委員選挙の選挙権
を有する市民

手段
・

内容

執行計画を策定。選挙事務従
事者の委嘱・選任。各説明会
開催。立候補予定者に対する
説明会、事前審査。立候補受
付、投、開票。当選証書付与
事務。

評価：法律の定めに応じた執行のため、事業内容に
ついては現状を維持する(27年度は事業予定なし)

前年度において

示した方向性

個別3-05

選挙管理委員会
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

公職選挙法第6条

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

明るい選挙啓発事
業

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

小平市

300 300 642

選 挙 人 名
簿 登 録 者
数 (3/2 定
時登録)

啓 発 で き
た 人 数
（ 明 る い
選 挙 啓 発
ポ ス タ ー
コ ン ク ー
ル 応 募 者
数）

平 均 投 票
率

手段
・

内容

明るい選挙推進を内容とした
選挙啓発ポスターを小中学生
から募集し展示会を開催。社
会を明るくする運動市民の集
いへの参加。協議会委員、推
進委員による管外研修、研修
会の実施。

375 571375

有権者の政治・選挙への意識
を高め、選挙違反のない明る
い正しい選挙の実現、投票総
参加を目指す

東村山市 清瀬市

方向性：有権者の政治・選挙への意識を高め、選挙
違反のない明るい正しい選挙の実現、投票総参加を
目指す。

現状維持

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

335 335 527

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図

対象
有権者（将来の有権者となる
児童・生徒、転入者など登録
要件に満たない市民も含む）

廃止(完了･
統合含む)

28年度以降
方向性

立 候 補 予
定 者 説 明
会 従 事 事
務職員数

立 候 補 予
定 者 説 明
会 参 加 者
数

評価：27年度に執行される選挙の準備行為であるた
め、有効性・効率性・達成度の判定は行えないが、
法律の定めに応じた事務を執行した。

方向性：法律の定めに応じた執行のため、事業内容
については法を順守し現状を維持する。

達成度

946

有効性 効率性

評価：すでにコストは最小限に抑えられているため
現状を維持し事務を執行した。

現状維持
28年度以降

方向性

862

942

要綱等

努力義務的

公職選挙法第５条

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

対象

達成度

2,240 555

立候補予定者説明会等、選挙
執行に係る準備事務

効率性有効性

2,795

廃止(完了･統
合含む)

前年度において

示した方向性

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

個別3-06

選挙管理委員会
根拠
法令
等

義務的

補助
事業

東久留米市議会議
員選挙執行管理

給付
事業

□

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

小平市

自主的

清瀬市

該当

要綱等

政 策 的(改正実施年度　　年度)

意図
選挙事務を正確・迅速に進
め、選挙を適正に執行するた
めの準備事務

2,240

市民

東 久 留 米
市 議 会 議
席数

手段
・

内容

東村山市

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


